
特名随意契約理由書 

１．案件名称 

福島区地域住民による安心・安全・快適駅前構築事業 

 

２．契約の相手方 

上福地活協 

 

３．随意契約理由 

大阪市では、平成 24 年度に「市政改革プラン－新しい住民自治の実現に向けて－」

を策定し、「ニア・イズ・ベター」という考え方のもと複雑多様化する地域社会が抱え

る課題へ対処すべき「公共」分野の拡大について、これまでのように行政が中心となっ

て担うのではなく、行政、市民、地域団体、NPO 等と協働（マルチパートナーシップ）

による取組みを進め、活力ある地域社会づくりを目指すこととした。その後、各区の特

性や実情に即した更なる区政運営を進めていくため「豊かな地域社会の形成に向けた

区政運営方針」を平成 27 年 2 月に策定、本市事務事業の社会的ビジネス化をコミュニ

ティビジネス（ＣＢ）/ソーシャルビジネス（ＳＢ）の手法で促進することとしている。 

平成 29 年度には「市政改革プラン 2.0」にて着実にスピード感をもって取組みを進

め、地域住民の自立的な地域運営が行われる地域社会の実現をめざし、さらに、令和２

年度には「市政改革プラン 3.0」においては、地域社会づくりと区行政の運営の両面に

おいて、ニア・イズ・ベターをより一層徹底し、地域活動協議会による自律的な地域運

営の促進の必要があるとしている。 

本業務は、これらの方針を踏まえ、JR 福島駅周辺地域における放置自転車など自転

車利用の適正化を含め様々な地域課題解決に取り組むもので、地域の状況を熟知する

メリットを生かし地域住民が啓発指導員として活動するほか、巡回時にたばこ、空き缶

等のポイ捨てごみの回収、小学校登下校時に子どもたちの見守り、公園の防犯巡視など

も実施するなど街の美観維持や安心安全なまちづくりに貢献する社会的ビジネスとし

て平成 26 年度より実施している。 

契約相手方である上福地活協については、事業実施地域の住民で地域コミュニティ

を組織し、行政と連携して地域のまちづくりに関する活動を実践する地域振興組織で

あり、地域課題を熟知し、公共活動を組織的に担えるような住民団体等は当契約相手方

のほかにはない。そのため、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号により、特

名随意契約を締結する。 

 

４．根拠法令 

地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号 

 

５．担当部署 

福島区役所企画総務課（企画推進） 

TEL : 06-6464-9906 

１ 



 

 

 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

 令和５年度 福島区広報誌「広報ふくしま」企画編集業務 

    

２ 契約の相手方 

 株式会社 産經新聞制作 大阪センター 

    

３ 随意契約理由  

    区広報誌「広報ふくしま」の作成に当たっては「読みやすく、読み進めたくなる、

区民に伝わる広報誌」を基本理念としている。区民が求める情報・区として確実に

届けたい情報をわかりやすく提供し、区民の区政への理解や関心を高めるきっかけ

となるような魅力あふれる広報紙作成のためには、高度なデザイン等の品質が求め

られることから、民間事業者のノウハウや企画力を活かした高度で専門的な提案を

求める必要がある。そのため、選定について公募型プロポーザル方式を採用し、選

定における公平性、公正性、透明性の保持のため、外部の専門家を構成員とする選

定委員会を設け、客観的な審査基準を定めた上で審査することとした。 

学識経験等を有する選定委員による採点の結果、上記業者が品質的に最も優れた

提案を行ったため、上記業者と地方自治法施行令第167条の２ 第１項第２号により

契約を締結するものである。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167条の２ 第１項第２号 

 

５ 担当部署 

   福島区役所 企画総務課 

 

i4251619
タイプライターテキスト
2



 

 

随意契約理由書 

 

 

1 案件名称 

令和５年度 大阪市福島区における新たな地域コミュニティ支援事業業務委託 

 

2 契約の相手方 

一般財団法人大阪市コミュニティ協会 

 

3 随意契約理由 

本事業は、「地域活動協議会の自律運営にかかる積極的支援」が業務内容である。支援対象となる地

域活動協議会の運営状況や、抱える課題はさまざまであることから、地域活動協議会からの多種多様な

ニーズにきめ細かく応えるために、高度な知識・技術や創造力、構想力、経験やノウハウ、応用力が要

求される。したがって、区の現状を理解し、事業の目的を十分認識したうえで業務を遂行する必要があ

り、その性質及び目的が競争入札に適さないものであり、事業者の活動実績、企画力、本事業に対する

意欲や取り組む姿勢など、その適性を多角的に評価する必要があることから、公募型プロポーザル方式

により契約相手方を決定することとした。 

学識経験者等の意見を聴取する選定委員会において意見を聴取した結果、「一般財団法人大阪市コミ

ュニティ協会」の評価点が一定の基準を満たし、契約相手方として最適であるとのことであったため、

その意見を踏まえ、「一般財団法人大阪市コミュニティ協会」と地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項

第 2 号により随意契約を締結する。 

 

4 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号 

 

5 担当部署 

  福島区役所 市民協働課 地域活動支援担当 （電話番号 06-6464-9743） 
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随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

地域の福祉活動サポート事業及び福島お助けネットワーク事業 

 

２ 契約の相手方 

社会福祉法人 大阪市福島区社会福祉協議会 会長 矢山 英夫 

 

３ 随意契約理由 

    福島区では、平成 28年度より「地域の福祉活動サポート事業」として「複雑化・ 

多様化・深刻化」する福祉課題の解決にあたるため、地域福祉コーディネーターを区

内 10地域に配置して相談業務等を行うことで、地域団体等との連携を深めて地域福

祉を推進し、住民が主体のコミュニティづくりに取り組んでいる。 

また、平成 25年度より実施している「福島お助けネットワーク事業」は、高齢者

や障がい者への公的サービスの対象とならない軽微なニーズに対して、地域住民の

中から有償ボランティアを募り、登録・養成して住民とのマッチングを図っているが、

「地域の福祉活動サポート事業」の相談業務や見守り業務からお困りごとのニーズ

把握をしたり、また、お助けネットワーク活動者からの情報をもとに相談や見守りに

つなげるなど、両事業は相互補完的な展開が求められるため、一体的な実施が必要で

ある。 

 本件は、地域からの支援を基盤に、地域資源の活用・協力がなければ実現できない

ものであり、その受託者は区全体の状況や福祉課題を的確に把握し、地域とともに課

題解決に取り組むことができる支援機能を有する事や、福祉分野における高度・専門

的知識やノウハウが求められる。 

福島区社会福祉協議会は、社会福祉法第１０９条第２項で「地域福祉の推進を図る

ことを目的とする団体」に規定され、福島区役所とも「地域福祉活動の支援にかかる

連携協定」を締結するなど、これまで当区の地域住民、地域団体及び社会福祉関係施

設等とのネットワークの要として社会資源との連携・協働を行ってきた豊富な経験

と実績をもつとともに、当区において蓄積してきた福祉分野でのスキルにおいて本

事業を効果的に実施できる唯一の団体である。 

以上のことから、本件については、社会福祉法人 大阪市福島区社会福祉協議会に

業務を委託する。 

 

４ 根拠法令 

    地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

    福島区役所保健福祉課 地域福祉担当 (電話 06-6464-9857) 
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随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

令和５年度福島区民まつり企画運営業務委託 

 

２ 契約の相手方 

一般財団法人大阪市コミュニティ協会 

 

３ 随意契約理由 

区民まつりは、単なるイベントではなく、区内全域を対象として行うコミュニティ意識を醸成す

るための事業である。 

したがって、福島区地域振興会をはじめとした区内の地域団体等が事業の企画や運営に参画し、

各種団体、企業、学生、ボランティアグループなど100を超える参加団体が円滑に連携・協力しな

がら、実施する必要がある。 

福島区におけるコミュニティづくり推進の中心的団体として設立された財団法人福島区コミュニ

ティ協会は、福島区地域振興会をはじめとした区内地域団体を構成団体として、昭和62年に設立さ

れて以降、区内の各種団体の支援・育成・団体間の連携促進や、コミュニティスタッフの育成、ま

た、各団体と協働して各種事業を実施するなど、コミュニティづくりにおいて中心的役割を果たし

てきた団体であるが、平成22年８月に24区のコミュニティ協会が合併され財団法人大阪市コミュニ

ティ協会となった。 

平成25年４月には現在の一般財団法人大阪市コミュニティ協会となったが、設立当初と変わらず

コミュニティ事業の実施団体として、あるいは各種市民組織間の連絡調整をはかる団体として重要

な役割を担っている。このような実績及び能力をもつ団体は同協会を除いては他に存在しない。 

令和２年度・３年度・４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大のため区民まつりの実行委員会

（主要団体の連絡調整会議）において、実施は困難と判断され、令和元年度の区民まつりが最後の

開催となっている。この間、区民まつりの実行委員会（主要団体の連絡調整会議）と協議した経過

によると、例年どおりの区民まつりを開催したいとの意向が強いことを確認している。 

   以上のような理由から、一般財団法人大阪市コミュニティ協会が唯一であり、本件を地方自治法

施行令第167条の2第1項第2号により随意契約を締結する。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

   福島区役所市民協働課（市民協働） 

   ＴＥＬ：０６－６４６４－９７３４ 
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随意契約理由書 

 

 

1 案件名称 

令和 5年度中学生体験学習事業業務委託 

 

2 契約の相手方 

公益財団法人 大阪 YMCA 

 

3 随意契約理由 

本事業は、区内の 3 中学校の生徒代表を被災地に訪問させ、見たり聞いたり体験することで

参加生徒の防災意識及びＳＤＧｓの意識を向上させ、かつ、参加生徒が各中学校や防災行政と

連携し、地域での報告会を実施することで防災意識等を向上させることを目的とする。本事業

の主たる業務の内容である被災地での研修の企画、交通経路の選定等について、民間事業者の

ノウハウや企画力を活かした高度で専門的な提案を求めたうえで、企画内容で見込まれる効果

等を多角的に評価する必要があることから、価格競争による事業者選定になじまないものであ

るため、公募型プロポーザル方式により契約相手方を決定することとした。 

学識経験者等の意見を聴取する選定会議において意見を聴取した結果、公益財団法人大阪

YMCAが契約相手方として最適であるとのことであったため、その意見を踏まえ、公益財団法

人大阪 YMCAと地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号により随意契約を締結する。 

 

4 根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号 

 

5 担当部署 

  福島区役所 保健福祉課 子育て教育担当 （電話番号 06-6464-9864） 
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随意契約理由書 

 

１．案件名称 

  令和５年度福島区体験型防災アトラクション運営業務委託 

 

２．契約の相手方 

  株式会社フラップゼロアルファ 

 

３．随意契約理由 

福島区では、近年、大型マンションの建設が急増するなか、子育て世代の割合が増えて

きている。かねてから４０歳未満の若年層の防災意識の向上が課題となっていたが、若年

層をターゲットとした訴求力のある啓発活動を積極的に行い、災害時に重要となる「共助」

の意識の向上につなげることがますます重要な課題となっている。 

その課題解決のためには、従来の防災イベントに参加していない若年層の参加意欲が高

まるような魅力的なイベントを実施し、より多くの方に家族での参加していただき、コミ

ュニケーションを取りながら効果的に防災意識の向上・共助力の重要性を認識していただ

くことが必要であり、他に類を見ない訴求力の高いイベントを開催しまた、既存の体験型

施設では体験できないことや、共助力の向上といった福島区の実情に合わせた内容へのカ

スタマイズが必要であることから、通常の価格競争による事業者選定になじまないもので

あるため、公募型プロポーザル方式より契約相手方を決定することとした。 

学識経験者等の意見を聴取する選定会議において意見を聴取した結果、株式会社フラッ

プゼロアルファが契約相手方として最適であるとのことであったため、その意見を踏まえ

同社と地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号による随意契約を締結する。 

 

４．根拠法令 

  地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号 

 

５．担当部署 

  福島区役所 市民協働課 市民協働担当 （電話番号 06-6464-9911） 
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